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１．収入支出決算書

（１）収入 （単位：円）

科　　　　　目

（款）団体拠出金

　（項）団体拠出金（人件費）

　（項）団体拠出金（事業費）

（款）事業収入

　（項）研修事業収入

（款）国庫補助金収入

（款）その他収入

　（項）雑収入

収　　入　　合　　計

（注）収入決定額は、現金預金の収入額に期末の未収金を加算したものを記載している。

（２）支出 （単位：円）

科　　　　　目 支出予算額
前事業年度

繰越額
予備費使用額 流用額 支出予算現額 支出決定済額

翌事業年度
繰越額

不用額

（項）事業経費

　（目）金融経済教育推進機構事業費 831,910,000 - 0 △ 38,928,954 792,981,046 532,111,126 0 260,869,920

　（目）教材関係費 120,740,000 - 0 0 120,740,000 112,333,259 0 8,406,741

　（目）広報事業費 216,900,000 - 0 0 216,900,000 214,728,856 0 2,171,144

　（目）事業システム関係費 91,018,000 - 0 38,928,954 129,946,954 129,946,954 0 0

　（目）その他事業費 224,984,000 - 0 0 224,984,000 139,086,792 0 85,897,208

（項）一般管理費

　（目）役職員給与 495,186,000 - 0 0 495,186,000 476,529,971 0 18,656,029

　（目）法定福利費 111,624,000 - 0 0 111,624,000 72,276,221 0 39,347,779

　（目）旅費交通費 19,410,000 - 0 0 19,410,000 10,525,404 0 8,884,596

　（目）事務費 341,008,000 - 0 0 341,008,000 314,996,658 0 26,011,342

　 (目）交際費 100,000 - 0 0 100,000 0 0 100,000

（項）予備費 5,000,000 - 0 0 5,000,000 0 0 5,000,000

支　　出　　合　　計 2,457,880,000 - 0 0 2,457,880,000 2,002,535,241 0 455,344,759

（注）支出決定済額は、現金預金の支出額に期末の未払金及び退職給付引当金及び賞与引当金を加算したものを記載している。

2,088,611,000 2,050,739,533 37,871,467

備　　　考

0 0 0

150,000,000 150,000,000 0

3,600,000 3,060,000 540,000

1,527,994,000 1,515,072,000 12,922,000

収入予算額 収入決定済額
収入予算額と収入決定済額

との差額
備　　　　　考

382,607,533407,017,000 24,409,467



２．債務に関する計算書

（単位：円）

支出による消滅 その他の消滅 計

279,437,592 0 279,437,592 140,296,296 0 140,296,296 139,141,296

649,000 0 649,000 649,000 0 649,000 0

108,198,403 0 108,198,403 78,353,203 0 78,353,203 29,845,200

0 30,054,936 30,054,936 12,188,259 0 12,188,259 17,866,677

0 10,957,716 10,957,716 3,652,572 0 3,652,572 7,305,144

0 34,930,500 34,930,500 11,392,990 0 11,392,990 23,537,510

0 3,707,000 3,707,000 3,058,000 0 3,058,000 649,000

合　　　　計 388,284,995 79,650,152 467,935,147 249,590,320 0 249,590,320 218,344,827

備　考事　　　　　項
前事業年度末
の 債 務 額

本事業年度の
債務負担額

計
本事業年度の債務消滅額 本事業年度末

の 債 務 額

教材等の保管・発送に関
する事務委託

「家計の金融行動に関す
る世論調査」の調査等業

務委託契約

金融経済教育研究校に係
る業務委託

マネビタ運営に係る業務
委託契約

オフィスの賃貸借のため
に必要な経費
（令和６年度）

教材の制作及び管理業務
のために必要な経費

（令和６年度）

基盤システムの開発・運
用のために必要な経費

（令和６年度）



１．総則第2条に規定する債務負担行為のうち、

　(1)第1項に基づく基盤システムの開発・運用の債務負担行為限度額

　　に対し、令和7事業年度における債務負担行為額は

　(2)第2項に基づく金融経済教育推進機構における教材等の保管・発送に関する事務委託の債務負担行為限度額

　　に対し、令和7事業年度における債務負担行為額は

　(3)第3項に基づく「家計の金融行動に関する世論調査」の調査等業務委託契約の債務負担行為限度額

　　に対し、令和7事業年度における債務負担行為額は

　(4)第4項に基づく金融経済教育研究校に係る業務委託の債務負担行為限度額

　　に対し、令和7事業年度における債務負担行為額は

　(5)第5項に基づくマネビタ運営に係る業務委託契約の債務負担行為限度額

　　に対し、令和7事業年度における債務負担行為額は

２．総則第3条に規定する経費の金額をこれらの経費の間又は他の経費との間に相互流用し、又はこれに予備費を使用することは行わなかった。

３．総則第4条に規定する経費の金額を繰り越して使用することは行わなかった。

４．総則第5条の規定による短期借入金の限度額

　に対し、令和7事業年度における短期借入金額は

150,000,000円

0円

令和7事業年度　予算総則に規定した事項に係る予算の実施結果

令和7事業年度金融経済教育推進機構予算総則（以下「総則」という。）に規定した事項に係る予算の実施結果は、次のとおりである。

160,000,000円

0円

43,560,000円

10,957,716円

50,000,000円

34,930,500円

10,000,000円

3,707,000円

50,000,000円

30,054,936円
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